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平
成
24
年
度
一
般
会
計
決
算
の

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

○
主
な
内
容

　

予
算
現
額
７
４
５
億
77
万
円
に

対
し
て
、
歳
入
決
算
額
は
６
８
９

億
１
６
４
３
万
円
、
歳
出
決
算
額

は
６
５
６
億
５
０
２
５
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
な
お
、
差
引
残
額

32
億
６
６
１
７
万
円
は
、
翌
年
度

に
繰
り
越
さ
れ
ま
し
た
。

○
歳
入
の
主
な
も
の

　

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税
は
２

７
３
億
９
４
７
３
万
円
で
全
体
の

39
・
８
パ
ー
セ
ン
ト
を
占
め
、
固

定
資
産
税
が
減
収
と
な
っ
た
も
の

の
、
個
人
市
民
税
や
法
人
市
民
税

が
増
加
す
る
な
ど
、
市
税
全
体
で

は
前
年
度
比
３
８
１
０
万
円
の
増

加
と
な
り
ま
し
た
。

　

次
に
、
国
庫
支
出
金
は
１
０
２

億
８
１
５
４
万
円
（
14
・
９
パ
ー

セ
ン
ト
）
で
前
年
度
比
６
０
５
０

　

平
成
24
年
度
の
収
入
の
根
幹
を

占
め
る
市
税
収
入
と
地
方
交
付
税

及
び
臨
時
財
政
対
策
債
の
合
計
額

は
合
併
以
来
２
番
目
に
多
い
決
算

と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
市
の
基

金
総
額
は
１
２
０
億
円
を
超
え
て

い
ま
す
。
こ
の
間
、
市
民
要
望
に

背
を
向
け
、
行
政
課
題
を
後
回
し

に
し
、
基
金
の
積
み
立
て
を
し
て

き
た
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

実
質
的
な
借
金
が
減
少
し
て
い
る

と
き
だ
か
ら
こ
そ
、
削
減
し
た
市

民
サ
ー
ビ
ス
、
福
祉
を
元
に
戻
し
、

市
民
負
担
の
軽
減
に
取
り
組
む
べ

き
で
す
。

　

今
議
会
に
裁
判
上
の
和
解
が
提

案
さ
れ
ま
し
た
が
、
背
景
に
は
職

員
不
足
に
よ
る
過
重
労
働
が
あ
る

と
思
い
ま
す
。
職
員
を
せ
め
て
平

均
並
み
に
増
や
す
べ
き
で
す
。

討
　
論

万
円
の
減
少
、
ま
た
、
市
債
は
89

億
５
７
１
７
万
円
（
13
・
０
パ
ー

セ
ン
ト
）
と
な
り
、
前
年
度
比
１

億
８
０
１
２
万
円
の
増
加
と
な
り

ま
し
た
。

　

ま
た
、
地
方
交
付
税
は
85
億
２

６
９
２
万
円
（
12
・
４
パ
ー
セ
ン

ト
）
で
前
年
度
比
２
億
９
７
３
０

万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

○
歳
出
の
主
な
も
の

　

歳
出
に
占
め
る
割
合
の
大
き
い

も
の
は
、
民
生
費
が
２
３
９
億
１

２
９
９
万
円
で
全
体
の
36
・
４
パ

ー
セ
ン
ト
を
占
め
、
児
童
福
祉
費
、

生
活
保
護
費
な
ど
が
主
な
も
の
で

す
。
次
い
で
、
総
務
費
が
１
０
６

億
４
２
７
６
万
円
（
16
・
２
パ
ー

セ
ン
ト
）
、
教
育
費
が
89
億
３
７

１
４
万
円
（
13
・
６
パ
ー
セ
ン
ト

）
、
土
木
費
が
69
億
７
６
４
３
万

円
（
10
・
６
パ
ー
セ
ン
ト
）
、
公

債
費
が
61
億
９
７
１
１
万
円
（
９

・
４
パ
ー
セ
ン
ト)

、
衛
生
費
が

55
億
４
６
７
５
万
円
（
８
・
４
パ

ー
セ
ン
ト
）
と
な
り
ま
し
た
。

　
　
　
　
　
【
賛
成
多
数
で
認
定
】

平
成
24
年
度
一
般

会
計
決
算
を
認
定

安

定

し

た

歳

入

で

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を

求
め
反
対（
日
本
共
産
党
）

行

政

課

題

解

決

に

向

け

効

果

的

な

財

政

運

営

に

努
め
て
お
り
賛
成
（
新
政
の
会
）

　

子
育
て
支
援
に
つ
い
て
は
、
待

機
児
童
解
消
の
た
め
保
育
所
整
備

に
一
層
力
を
入
れ
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
ま
す
。
児
童
館
は
市
の
東
側

に
偏
っ
て
お
り
、
豊
春
地
域
、
武

里
地
域
な
ど
へ
の
設
置
が
求
め
ら

れ
ま
す
。
小
中
学
校
へ
の
エ
ア
コ

ン
設
置
は
、
早
急
に
全
て
の
特
別

教
室
に
設
置
し
、
同
時
に
普
通
教

室
へ
の
設
置
も
進
め
る
べ
き
で
す
。

通
学
路
の
安
全
対
策
も
進
ん
で
い

ま
せ
ん
。

　

障
害
者
福
祉
で
は
、
心
身
障
が

い
者
の
入
所
施
設
が
あ
り
ま
せ
ん
。

重
度
心
身
障
が
い
者
の
通
所
施
設

も
公
的
な
も
の
は
な
く
、
民
間
に

頼
っ
て
い
ま
す
。

　

高
齢
者
福
祉
で
は
、
要
介
護
認

定
者
を
対
象
に
福
祉
タ
ク
シ
ー
券

を
支
給
す
べ
き
で
す
。
ま
た
、
長

寿
祝
金
の
対
象
年
齢
も
削
ら
れ
た

ま
ま
で
す
。

　

社
会
教
育
で
は
、
公
民
館
が
有

料
化
さ
れ
た
こ
と
で
利
用
が
減
少

し
て
い
ま
す
。
図
書
館
は
司
書
を

増
や
し
、
充
実
さ
せ
る
べ
き
で
す
。

　

農
業
振
興
で
は
、
農
家
の
経
営

な
ど
を
支
援
し
、
具
体
的
で
実
効

性
の
あ
る
施
策
を
求
め
ま
す
。

　

商
業
振
興
の
具
体
策
が
求
め
ら

れ
ま
す
。
制
度
融
資
は
、
融
資
条

件
の
緩
和
な
ど
で
融
資
を
受
け
や

す
く
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

連
続
立
体
交
差
事
業
は
、
県
市

の
負
担
割
合
に
よ
り
１
０
０
億
円

以
上
の
負
担
が
必
要
と
な
り
、
市

財
政
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
く
な

く
、
事
業
の
見
直
し
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
市
営
住
宅
の
新
設
や
武

里
団
地
の
借
り
上
げ
な
ど
を
行
う

べ
き
で
す
。

　

以
上
を
指
摘
し
反
対
し
ま
す
。

　

こ
の
決
算
は
、
先
行
き
が
不
透

明
な
社
会
経
済
情
勢
の
中
、
山
積

す
る
行
政
課
題
の
解
決
に
向
け
て
、

効
果
的
か
つ
効
率
的
な
予
算
執
行

に
努
め
ら
れ
評
価
し
て
い
ま
す
。

　

歳
入
で
は
、
根
幹
を
な
す
市
税

に
お
い
て
、
評
価
替
え
に
伴
い
固

定
資
産
税
が
減
額
と
な
り
ま
し
た

が
、
扶
養
控
除
の
見
直
し
に
伴
う

個
人
市
民
税
の
増
、
企
業
業
績
の

回
復
傾
向
に
伴
う
法
人
市
民
税
の

増
等
に
よ
り
、
市
税
全
体
で
は
前

年
度
と
比
較
し
増
額
と
な
り
ま
し

た
。
今
後
も
自
主
財
源
の
確
保
に

向
け
、
さ
ら
な
る
収
納
対
策
と
と

も
に
中
長
期
的
な
視
点
に
立
っ
た

取
り
組
み
に
期
待
を
し
ま
す
。

　

市
債
で
は
、
普
通
建
設
事
業
債

が
増
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
市
債

は
貴
重
な
財
源
で
あ
る
反
面
、
将

来
の
財
政
運
営
に
影
響
す
る
こ
と

か
ら
、
計
画
的
か
つ
慎
重
な
借
り

 
平
成
24
年
度

　
　
　

 

一
般
会
計
決
算
を
認
定

 　

平
成
24
年
度
下
水
道
事
業
特
別
会
計
決
算
を
認
定
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入
れ
を
望
む
も
の
で
す
。

　

歳
出
で
は
、
総
務
費
の
防
災
費

各
事
業
に
お
い
て
、
防
災
対
策
本

部
及
び
自
主
防
災
組
織
等
の
強
化

等
を
図
っ
た
こ
と
は
、
災
害
に
強

い
ま
ち
づ
く
り
に
寄
与
し
ま
す
。

　

ま
た
市
立
病
院
再
整
備
基
本
設

計
を
ま
と
め
た
こ
と
は
、
市
民
の

健
康
と
安
心
・
安
全
の
確
保
に
向

け
た
取
り
組
み
と
評
価
し
ま
す
。

　

民
生
費
で
は
、
民
間
保
育
所
の

施
設
整
備
補
助
に
よ
り
待
機
児
童

を
減
少
し
た
こ
と
は
、
子
育
て
支

援
の
充
実
に
寄
与
す
る
も
の
で
す
。

　

土
木
費
で
は
、
南
桜
井
駅
周
辺

整
備
や
藤
塚
米
島
線
の
幹
線
道
路

の
整
備
が
推
進
さ
れ
た
こ
と
は
、

産
業
の
振
興
や
地
域
の
活
性
化
、

魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
つ
な
が

る
も
の
で
期
待
し
て
い
ま
す
。

　

教
育
費
で
は
、
東
中
学
校
の
改

築
や
小
中
学
校
の
校
舎
や
体
育
館

の
耐
震
補
強
事
業
な
ど
、
児
童
生

徒
の
安
心
・
安
全
の
確
保
に
向
け

た
取
り
組
み
が
積
極
的
に
図
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
財
政
調
整
基
金
は
、

平
成
24
年
度
の
決
算
後
の
残
高
が

約
41
億
円
と
な
り
、
こ
れ
は
年
度

間
の
財
源
調
整
や
将
来
に
向
け
て

山
積
す
る
課
題
を
見
据
え
た
も
の

と
し
て
、
適
切
な
措
置
で
す
。

　

以
上
の
と
お
り
、
歳
出
に
つ
い

て
は
、
市
民
生
活
に
必
要
な
事
業

一　般　会　計
歳　入 歳　出

市 税 273億9,473万円 民 生 費 239億1,299万円

国庫支出金 102億8,154万円 総 務 費 106億4,276万円

市 債 89億5,717万円 教 育 費 89億3,714万円

地方交付税 85億2,692万円 土 木 費 69億7,643万円

県 支 出 金 38億1,610万円 公 債 費 61億9,711万円

繰 越 金 24億   646万円 衛 生 費 55億4,675万円
地方消費税
交 付 金 17億2,259万円 消 防 費 20億6,973万円

そ の 他 58億1,091万円 そ の 他 13億6,732万円

計 689億1,643万円 計 656億5,025万円

特　別　会　計
区  分 歳　入 歳　出

国民健康保険 291億5,566万円 283億1,047万円

介 護 保 険 127億7,386万円 122億3,246万円

下水道事業 66億1,581万円 62億4,722万円

後期高齢者医療 19億6,824万円 19億2,606万円

土 地 取 得 6億5,988万円 6億5,988万円

西 金 野 井 第 二
土地区画整理事業 2億2,780万円 2億   624万円

看護専門学校 1億4,830万円 1億4,543万円

計 515億4,954万円 497億2,776万円

企　業　会　計
区  分 水道事業 病院事業

収益的収入 42億  942万円 70億2,155万円

収益的支出 41億1,486万円 70億4,229万円

資本的収入 7億4,667万円 6億3,077万円

資本的支出 18億  903万円 7億5,021万円

平成24年度　会計別決算

歳 入 総 額　1,330億7,437万円 歳 出 総 額　1,290億9,441万円

市　税

市　債

国庫支出金

地方交付税

県支出金

地方消費税交付金
その他

一般会計
51.8％

繰越金

特別会計
38.7％

企業会計
9.5％

水道事業
（3.7%）

病院事業
（5.8%）

看護専門学校
（0.1%）

西金野井第二
土地区画整理事業

（0.2%）
土地取得
（0.5%）

後期高齢者医療
（1.5%）

下水道事業
（5.0%）

介護保険
（9.6%）

国民健康保険
（21.9%）

民生費

土木費

総務費

公債費

教育費

衛生費

その他
消防費

国民健康保険
（21.9%）

介護保険
（9.5%）

水道事業
（4.6%）

病院事業
（6.0%）

看護専門学校
（0.1%）

西金野井第二
土地区画整理事業

（0.2%）
土地取得
（0.5%）

後期高齢者医療
（1.5%）

下水道事業
（4.8%）

一般会計
50.9％特別会計

38.5％

企業会計
10.6％

※計数については、それぞれ四捨五入をしているため、合計において一致しないものがあります。
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 ９ 月 定 例 会 　 審 議 結 果
市長提出議案 （○：賛成　╳：反対）

議案番号
　　

議　　案　　名　　　 
 （　）は付託委員会名

審議結果

新

政

の

会

公

明

党

日
本
共
産
党

緑
新
ク
ラ
ブ

春

和

会

社
会
民
主
党

無

所

属

議案第 69 号 税条例の一部改正 （総　　務）原案可決 ○ ○ × ○ ○ ○ ○

議案第 70 号 都市計画税条例の一部改正 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 71 号 手数料条例の一部改正 （建　　設）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 72 号 国民健康保険税条例の一部改正 （厚生福祉）原案可決 ○ ○ × ○ ○ ○ ○

議案第 73 号 火災予防条例の一部改正 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 74 号 ホテル春日部エミナースに対する奨励措置に関する条例の廃止 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 75 号 財産の取得［春日部消防署武里分署災害対応特殊救急自動車及び
高度救命処置用資機材］ （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 76 号 財産の取得［春日部消防署備後分署災害対応特殊消防ポンプ自
動車ＣＤ－Ⅰ型］ （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 77 号 裁判上の和解 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 78 号 平成24年度水道事業会計未処分利益剰余金の処分 （建　　設）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 79 号 平成24年度水道事業会計資本剰余金の処分 （建　　設）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

を
優
先
し
た
効
率
的
な
予
算
執
行

が
さ
れ
た
も
の
と
受
け
と
め
て
い

ま
す
。
今
後
も
限
ら
れ
た
財
源
を

有
効
か
つ
効
率
的
に
活
用
し
、
よ

り
一
層
の
市
民
サ
ー
ビ
ス
に
努
め

る
よ
う
要
望
し
て
賛
成
し
ま
す
。

平
成
24
年
度
下
水
道

事
業
特
別
会
計

決

算

を

認

定

討
　
論

　

今
回
の
決
算
は
、
予
算
現
額
70

億
４
９
９
５
万
円
に
対
し
て
、
歳

入
決
算
額
は
66
億
１
５
８
１
万
円
、

歳
出
決
算
額
は
62
億
４
７
２
２
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
な
お
、
差
引

残
額
３
億
６
８
５
８
万
円
は
、
平

成
25
年
度
下
水
道
事
業
に
引
き
継

が
れ
ま
し
た
。

　

主
な
内
容
は
、
歳
入
の
根
幹
で

あ
る
下
水
道
使
用
料
が
17
億
６
６

６
６
万
円
で
全
体
の
26
・
７
パ
ー

セ
ン
ト
を
占
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、

市
債
は
借
換
債
の
活
用
に
よ
り
、

28
億
１
６
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
公
債
費
が
47
億
５

７
８
６
万
円
と
全
体
の
76
・
２
パ

ー
セ
ン
ト
を
占
め
て
い
ま
す
。
ま

た
、
事
業
費
は
５
億
７
７
４
８
万

円
で
、
10
・
６
ヘ
ク
タ
ー
ル
を
整

備
し
、
整
備
率
は
95
・
８
パ
ー
セ

ン
ト
と
な
り
ま
し
た
。

　
　
　
　
　
【
賛
成
多
数
で
認
定
】

一

般

財

源

で

行

う

の

が

本
来
の
姿
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し

反
対
（
日
本
共
産
党
）

未
整
備
区
域
の
早
期
整
備
と
よ
り

一
層
の
経
営
改
善
に
取
り
組
む

こ
と
を
要
望
し
賛
成(

新
政
の
会)

　

本
市
の
下
水
道
受
益
者
負
担
金

は
、
県
内
39
団
体
中
７
位
と
高
く
、

下
水
道
使
用
料
も
55
事
業
所
の
中

で
21
位
と
高
い
状
況
で
す
。
未
接

続
世
帯
が
２
９
０
０
世
帯
、
約
３

・
５
パ
ー
セ
ン
ト
あ
り
ま
す
。
未

接
続
世
帯
へ
一
層
の
啓
発
活
動
を

行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

下
水
道
築
造
事
業
で
は
、
認
可

面
積
の
う
ち
95
・
８
パ
ー
セ
ン
ト

が
整
備
さ
れ
ま
し
た
。
平
成
25
年

度
、
26
年
度
で
大
衾
地
域
を
整
備

す
る
予
定
と
の
こ
と
で
す
が
、
八

木
崎
、
内
谷
、
西
金
野
井
地
域
へ

の
整
備
の
見
通
し
が
立
っ
て
い
ま

せ
ん
。
整
備
す
る
方
向
性
を
立
て

る
べ
き
で
す
。

　

平
成
25
年
度
よ
り
地
方
公
営
企

業
法
が
一
部
適
用
と
な
り
ま
す
が
、

公
債
費
残
高
が
４
３
４
億
円
も
あ

り
ま
す
。
大
幅
な
下
水
道
使
用
料

の
値
上
げ
に
つ
な
が
る
こ
と
の
な

い
よ
う
に
す
べ
き
で
す
。

　

下
水
道
は
、
衛
生
面
を
よ
く
す

る
こ
と
で
住
み
よ
い
ま
ち
を
つ
く

り
、
住
民
に
と
っ
て
は
社
会
的
、

公
共
的
そ
の
も
の
で
す
。
基
本
的

に
は
一
般
財
源
で
行
う
の
が
本
来

の
姿
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
、
こ

の
決
算
認
定
に
反
対
し
ま
す
。

　

平
成
24
年
度
の
公
共
下
水
道
整

備
事
業
に
お
け
る
整
備
面
積
は

10
・
６
ヘ
ク
タ
ー
ル
を
実
施
し
、

平
成
24
年
度
末
の
総
整
備
面
積
は

２
１
４
８
・
６
ヘ
ク
タ
ー
ル
、
整

備
率
で
は
事
業
認
可
区
域
に
対
し

て
95
・
８
パ
ー
セ
ン
ト
と
な
り
ま

し
た
。
下
水
道
事
業
の
歳
入
の
骨

格
を
な
す
受
益
者
負
担
金
と
下
水

道
使
用
料
は
、
そ
れ
ぞ
れ
高
い
収

納
率
で
あ
り
、
下
水
道
未
接
続
者

も
年
々
減
少
傾
向
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
計
画
的
に
ポ
ン
プ
場

な
ど
の
施
設
改
修
に
取
り
組
ん
だ

こ
と
は
高
く
評
価
し
ま
す
。
さ
ら

に
、
公
債
費
を
減
ら
す
対
策
と
し

て
、
繰
上
償
還
借
換
債
を
活
用
し
、

財
政
状
況
の
改
善
に
つ
な
げ
た
こ

と
は
、
企
業
会
計
へ
の
移
行
と
と

も
に
経
営
の
安
定
化
に
大
き
く
貢

献
す
る
も
の
と
考
え
ま
す
。

　

公
共
下
水
道
の
整
備
は
、
公
共

衛
生
の
改
善
に
大
き
く
貢
献
し
て

お
り
、
市
民
生
活
の
向
上
に
は
必

要
不
可
欠
な
も
の
で
す
。　

　

今
後
に
お
い
て
も
未
整
備
区
域

の
早
期
整
備
と
経
営
の
安
定
化
に

向
け
た
、
よ
り
一
層
の
経
営
改
善

に
取
り
組
む
こ
と
を
要
望
し
、
賛

成
討
論
と
し
ま
す
。


